
  

私学ボランティア基金運営規則 

 

１．事業の目的 

  国内の私立中学校・高等学校等が災害を被った際に、申請に基づき審議の上、所属する都道府県

私学協会を経由して、見舞金の贈呈等の救援活動を行う。見舞金の贈呈に係る手続き・内容等は、

別表に定める。 

 

２．会   員 

都道府県私学協会に加盟し、かつこの事業の趣旨に賛同する私立中学校・高等学校等を会員とし、

また、それ以外の者でこの事業の趣旨に賛同し後援する者を協力会員とする。 

 

３．会 費 等  

学校が、事業の趣旨に賛同して会員として拠出する会費の額および納入方法は、下記のとおりで

ある。 

① 会  費 会員校に所属する教職員(常勤)および生徒（中学、中等教育前期・後期、高校全日 

制/定時制/通信制）１人当たり年額１０円とする。 

② 特別会費 通常の年会費を超えて拠出する額および会員校の生徒会活動、クラブ活動等で得た 

収入から拠出する額を特別会費とする。 

③ 納入方法 この事業に賛同する学校は、会費の積算根拠となる自校に所属する教職員数と生徒 

     数およびそれらに基づく納入する会費額および特別会費を納入するときはその金額 

     を記載した「私学ボランティア基金会費送金報告書」を所属する都道府県私学協会 

     に送付し、自校分の納入会費については当該協会の指定口座に振り込むものとする。 

 

４．会費の取扱いおよび会計処理 

① 「旧私学ボランティア基金」から継承した残余財産、「私学ボランティア基金」の会費とし

て受領した金額およびこれらの預金から生ずる法定果実は、専用預金口座に積み立て、見舞

金および付帯する手数料の支払いのみに使用するものとする。今後とも、これら以外の他の

目的には一切使用あるいは流用しないものとする。 

② 「私学ボランティア基金」に係る会計は、「中高連私学ボランテｨア基金 特別会計」として処

理するものとする。 

 

５．「私学ボランティア基金」の積み立て目標 

    「私学ボランティア基金」は、当面３億円を目標として積み立てるものとする。 

 

６．「私学ボランティア基金」事業運営の所管 

   「私学ボランティア基金」の事業運営は、「総務広報委員会」が所管する。但し、見舞金の支払い

等の事項については、必要に応じて定例の運営役員会で審議し、常任理事会の議を経て決定するこ

とができる。 

 

７．実  施 

  1.この規則は、平成２４年４月１日から実施する。 

  2.この改正規則は、平成２４年１１月１３日から実施する。 

  3.この改正規則は、平成２６年９月９日から実施する。 



  

 

【別 表】 

 

 １ 災害見舞金の贈呈手続き 

① 会員である学校は、所属する都道府県私学協会を通じて、私学ボランティア基金(以下基金) 

に対して災害見舞金を請求するものとする。 

② 基金では、請求内容を審査の上、所定の災害見舞金の贈呈を決定する。 

③ 基金での審査・決定は、所管委員会（必要に応じて運営役員会）、中高連常任理事会の順序 

でこれを行う。 

④ 会員以外の学校から災害見舞金の申請があったときは、事案ごとに別途協議する。 

 

 ２ 災害見舞金の算定基準 

① 校舎・構造物の全損 

ａ日常的に教育活動に使用し、かつ５０㎡以上の面積を有する校舎等の構造物が火災により 

全焼したとき。ただし、学校管理下での重大な過失による失火等を除く。 

    ｂ同じく校舎等が、自然災害、その他自己の責任によらない原因により倒壊あるいは流失し 

たとき。 

      ｃ同じく校舎等が、上記の原因により著しく破壊されもしくは傾斜するなどにより使用でき 

なくなったとき。 

   ｄ対象となる校舎等の敷地及び運動場等については自己所有又はそれに準ずることとし、 

遊水池等の条件のあるときは、事案ごとに別途協議する。 

 

② 設備・備品等の全損 

     ａ教育活動に使用する設備・備品等の大半が焼失もしくは流失、又は損壊し使用価値が失わ 

れたとき。 

 ｂ前各事項には該当しないが、別途協議により同等の被害と認定するとき。 

 

 ３ 災害見舞金の金額 

  Ａ激甚災害法に基づいて指定された災害による被害の場合 

① 被害物件の被害額が１億円以上の場合は、２５０万円とする。 

②     〃        ７,５００万円以上１億円未満の場合は、２００万円とする。 

③     〃        ５,０００万円以上７,５００万円未満の場合は、１５０万円とする。 

④     〃        ３,０００万円以上５,０００万円未満の場合は、７０万円とする。 

⑤     〃    １,０００万円以上３,０００万円未満の場合は、５０万円とする。 

⑥     〃    ５００万円以上１,０００万円未満の場合は、３０万円とする。 

⑦ 備品等の被害金額の算出が難しいときは、同程度のものの購入価格を基準とする。 

  Ｂそれ以外の災害による被害の場合 

① 被害物件の被害額が１億円以上の場合は、１５０万円とする。 

②     〃        ７,５００万円以上１億円未満の場合は、１００万円とする。 

③     〃        ５,０００万円以上７,５００万円未満の場合は、７５万円とする。 

④     〃        ３,０００万円以上５,０００万円未満の場合は、５０万円とする。 

⑤     〃        １,０００万円以上３,０００万円未満の場合は、３０万円とする。 

⑥     〃    ５００万円以上１,０００万円未満の場合は、１０万円とする。 

⑦ 備品等の被害金額の算出が難しいときは、同程度のものの購入価格を基準とする。 

 

 

 

 

 

 


